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RiceproductioninMyanmarrapidlyincreasedduringthefirsthalfofthe1990sasaresult
ofanexpansioninplantedareaofirrigatedsummerrice,duetotheintroductionof
small-scaleChinesepumps.Thisstudyattemptstoclarifytheactualpictureofthis
technologicalchange,focusingmainlyonsocio-economicaspects,basedonintensive
fieldworkconductedinavillagenearYangoncityinOctober1999.Themajorconclusions
areasfollows.1)Thecostofproductionofsummerricewasalmostthesameasthatof
monsoonrice(US$90/tonatthefarm gate),whichissufficientlycompetitiveinthe
internationalmarket.However,summerriceproductionusesmuchmorecurrentinputs
andismorelabor-savinginnature,whichmakesitunsuitedtothefactorendowmentin
ruralMyanmar.2)Landlessagriculturallaborerswereseverelyimpoverishedduetothe
scarcityofoff-farm jobopportunitiesandthelowwagerate.Thisfact,ratherthanthe
notoriousriceprocurementsystem,isamoreseriousconstrainttodevelopmentbecauseit
doesnotallowtheGovernmenttoraisethericepricethroughitsexportliberalization.3)
lmplementationoflandreform,whichisonepracticableremedytoovercomethisproblem,

mayrelativelybeeasilyaccomplishedunderthecurrentconditionofextremelylowland
pricecomparedtooperationalsurplus(landrent).Theproblemthatmightariseinthis
caseoflackofdraftanimalsandothercapitalgoodsamongagrlCulturallaborerscanbe
overcomebytakingappropriatemeasurestopromotetheformationofefficientrental
markets.4)Becausecapitalshortageisobviouslyoneofthemajorconstraintsforsmall
farmers,itisrecommendedthattheinstitutionalagrlCulturalcreditsystem shouldbe
strengthenedthroughforelgnaid.

Ⅰ は じ め に

ミャンマーでは1990年代前半,中国製の小型揚水ポンプの導入による乾期港概稲作の顕著

な発展がみられ,同期におけるコメ生産の急増を支えた｡ しかしながら,その実態については

よく知 られていないのが現状である｡
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Mihama-ku,Chiba261-8545,Japan
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本稿は,1999年 10月末に実施 したヤンゴン近郊の 1農村実態調査を通 じて, その解明に資

することを主な目的とするものである｡ とはいえ,調査には村の選定を含めてわずか4日間 し

かさくことができず,筆者自身,限界を十分に認識するところである｡ にもかかわらず敢えて

発表に踏みきったのは,経済的側面を含め,乾期潅漑稲作の実態についての本格的研究が皆無

であり,少なくとも収集 した情報 ･データの価値は非常に高いと判断されるからである｡むろ

ん情報 ･データの開示にとどまらず,可能な限りそれに分析を加え,考察を深めるよう努めた｡

なおこれらの考察は,主に調査実施途上で行ったものであり,疑問点等は可能な限りその場で

確かめるようにした｡

以下,IIでは,調査の意義 ･背景について,最近の ミャンマー米穀経済事情を中心に,政策

的側面を含め,簡単に整理する｡続 くⅢで,調査の概要,調査村 ･調査世帯の概要を述べた後,

Ⅳで本格的経済分析を行う｡稲作 (雨期米,乾期米)の費用 ･収益構造に関する考察,資本 (役

畜,耕転機,港概ポンプ等) レンタル市場や労働雇用慣行に関する考察,所得推計と階層変動

に関する考察等である｡最後にⅤは,本稿の結論である｡

Ⅱ 最近のミャンマー米穀経済事情

1997年家計支出調査によると,ミャンマーにおける食料支出の全家計支出に占める割合 (ェ

ンゲル係数)は71.0% であり,うち27.6% をコメ支出が占める｡1)すなわち全家計支出の20%

弱がコメ単品に向けられていることになる｡当比率は,貧困家計でさらに大幅に高 くなってい

るはずであるO ミャンマー経済にとってコメがいかに重要な品目であり,それをめぐる政策如

何が国家運営の帰趨を決定 してきたか,想像に難 くない.実際,｢ビルマ式社会主義｣の根幹は

コメ供出制度であり,その失敗がネ-ウィン政権の崩壊を招いた直接的要因であり,現在もコ

メの生産 ･流通政策が国家運営上の最重要課題の 1つとなっている所以である｡

しかし諸々の生産刺激政策にもかかわらず,コメ生産は停滞 し,その輸出も過去 3年間は 15

万 トンを下回るなど,極度の不振に噛いでいる｡ 19世紀半ば過ぎから20世紀前半にかけて,

エーヤーワディ･デルタの大規模開墾によりコメ生産が急増 し,一時は300万 トンを超えるコ

メ輸出経済の繁栄を誼歌 し(ピークは1934-35年の343万 トンで生産量の68% に達 した),また

独立後 も1960年代半ばまで 150万 トン以上の輸出余力をもっていた ミャンマ-の往年のコメ

生産力を考えると,惨憤たる状況というしかない (図 1)｡

表 1は,最近の農産物輸出 (特にコメ,豆類)の動向を示すが,コメの凋落とそれに代わっ

て近年急成長を遂げた豆類の対照が鮮やかである｡ 輸出向け豆類には,インド亜大陸で栽培さ

1)CentralStatisticalOrganization[1998:408]｡
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図 1 ミャンマーのコメ生産と輸出

出所 :1855- 1970年 :[UKhinWin1991:143-148]

1971- 1987年 :[TinSoeandFisher1990:122-123]

1994- 1996年 :[CentralStatisticalOrganization1998:84,192]

1997- 1998年 :農業港概省内部資料

表 1 農産物輸出の動向

80-81 85-86 88-89 89-90 90-91 91-92 921)3 93-94 94-95 95-96 96-97 97198

農産物抽出(Mill.K) 1,761 1,126 128 432 942 1,011 1,299 1,358 2,478 2,321 1,981 1,625

対全輸出シェア 55.4% 43.9% 5.9% 15.2% 31.9% 34.6% 36.2% 32.1% 45.8% 46.1% 36.1% 48.3%

コメ

頼出量(万トン) 70.3 60.4 4.8 16.9 13.4 18.3 19.9 26.I 104.1 35.4 9.3 2.8

輸出額(Mill.K) 1,355 763 54 266 172 251 249 268 1,166 440 126 38

対農産物シェア 76.9% 67.8% 42.2% 61.6% 18.3% 24.8% 19.2% 19.7% 47.1% 19.0% 6.4% 2.3%

豆類

輸出量(万トン) 7.1 8.9 1.7 5.6 19.5 19.5 44.9 51.4 42.5 61.0 59.5 74.2

輸出額(Mill.K) 152 238 52 123 515 429 667 724 799 1,358 1,272 1,350

対農産物シェア 8.6% 21.1% 40.6% 28.5% 54.7% 42.4% 51.3% 53.3% 32.2% 58.5% 64.2% 83.1%

出所 :[CentralStatisticalOrganization1998:192]

れている多種多様のものが含まれ,主にシンガポール等第三国経由でインド方面に輸出されて

いる｡これは, 1988年の (コメを除 く)農産物輸出自由化政策に対 して農民が機敏に反応 した

結果であり, ミャンマーの農業が,条件さえ整えばす ぐに開花する巨大な潜在力を保持 してい

ることを物語るものである｡

さて図 1で注目したいのは,独立後 2回にわたるコメ増産の要因である｡まず 1970年代末か

ら80年代初頭にかけての増産は, 1977-78年に導入される ｢全郡特別高収量品種米生産計画｣

により,いわゆる高収量品種 (HYV)の導入が,日本の食料増産援助 (化学肥料等)を挺子 と
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して強力に推進 された結果であった｡2) この時期の増産 は,作付面積拡大ではな く単収増 に

よって達成 されたものである｡しか しわずか 18.3% (1994年)という濯概率に象徴される港排

水の未整備が制約要因 として働 き, HYV栽培適地の枯渇 とともに, 増産はごく短命なものに

終わって しまうのである｡

一万,1992年か らの 2度目の増産の主因は単収増で はな く,作付面積の拡大であった｡それ

は主 として中国製小型揚水 ポンプによる地表水濯概の普及に伴 う乾期稲作の作付拡大であっ

た｡3) ポンプ港概面積は急増,1994年には早 くも用水路港概面積を凌駕するに至 り,乾期稲作

面積 は,1992-93年 の 82万 エーカーか ら1993-94年 に 215万 エーカー,1994-95年 には317万

エーカーへ急増 した｡その原動力は,政府による濯概ポンプ,ディーゼル燃料,化学肥料など

の近代的投入財の廉価供給を中心 とする生産対策にあったが,4) 後述のコメ供出制度が乾期稲

作には適用除外されたことが農民の増産意欲を刺激 した点 も否定できない｡ こうして1994-95

年にコメ輸出量は,久々に 100万 トンの大台に乗 ったのである｡

しか し乾期稲作には,化学肥料,ディーゼル燃料など経常投入財の多量の投入を必要 とする｡

ポンプを含め,こうした投入財の多 くは輸入に依存せざるを得ない状況であり,1990年代半ば

以降の深刻な外貨危機5)が, ミャンマー農業公社 (MyanmarAgriculturalService;以下

MAS) や ミャンマー農産物交易公社 (MyanmarAgriculturalProduceTrading;以下

MAPT)など政府機関による投入財輸入独占の弊害 も相侯 って,その供給が滞 り,ポンプ濯概

を主導 とするコメ増産路線 も早々に挫折 して しまうのである｡6)

次にコメ供出制度の現状について論ずる｡

ビルマ式社会主義の根幹であった市場価格以下の価格設定によるコメ供出制度は,依然 とし

て残 っているが,割当量は大きく減少 し,農民の負担は大きく軽減された｡すなわち以前は 1

エーカー当たり25- 30バスケット (l バスケット-約 20.87kg7);以下バスケットを Bと略

記)が徴発され,農民の手に市販余剰がほとんど残 らなかったが,最近では地域差があるもの

2)尿素肥料使用総量に占めるわが国援助の割合は,1983年に29%,84年に28%に達した[斎藤1987:
190]｡なお高収量品種普及の具体的過程については,同上文献を参照のこと｡

3)高橋 [1994;1997]参照｡なお地下水溝概がごくわずかしかないことは,農業港概省での聞き取り
により確認済みである｡

4)ただし化学肥料については1992-93年以降,廉価供給が停止されている｡
5)外貨準備は,1995-96年に5.61億 ドルのピークをっけてから減少しはじめ,1997年には経済制裁や

アジア通貨危機のあおりを受けて外貨不足が深刻化し,現在に至っている｡

6) 1度目の増産と同様,濯概適地が枯渇したからとも考えられる｡ しかし何を ｢適地｣というか難し

く,また何よりも判断材料になる資料が入手できないため,今後の課題とせざるを得ない｡
7)バスケット単位は一律ではない｡MAPTでの聴取によると,政府のlB-46ポンド (-20.87kg)

に対し,民間では52ポンド (-23.59kg)であり,供出価格が市場価格よりも過小評価 (後述)

されている要因の一つとして位置づけていた｡ただし民間でも地域差があり,そう断言する根拠は

ない (東京大学東洋文化研究所 ･高橋昭雄氏との私的会話)｡
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の 1エーカー当たり10- 12Bに大幅に減少 (なお雨期稲作の全国平均単収は約 60B)し,ま

た乾期米については対象外 となっている｡

しかし供出価格は低い｡たとえば 1998年雨期作の供出価格は1B当たり320チャット(以下

Kと略記｡調査時点で lUSドル-約 360K)であり,400-700Kであった市場価格を大幅に

下回っている｡負担が軽減されたとはいえ,面積当たり一律定量制であるため,自家消費米を

考えると,小農民はど負担が重 くなる仕組みとして機能 している｡

ただし高橋昭雄のいう ｢公私生産者価格比｣(供出価格と市場価格の帝離を示す指標)8) は,

見かけほど大きくない可能性が高い｡なぜなら,1989-90年から1999-2000年まで,特殊事情 (後

逮)のあった97-98年を除き,供出米代金は前渡 しされているからである｡ より正確にいえば,

1998年雨期作までは半額,99年雨期作には全額が前渡 しされた｡9) っまり雨期稲の成育期間で

ある約 4カ月の利子分だけ,供出価格は市場価格よりも高 く評価されなければならない｡ 4カ

月間の利子の重みを示す統計はないが,後述の農村実態調査で,田植え時に労働者に収穫労賃

を前渡 しする農家の事例がいくつか観察され,その際の収穫労賃が前渡 しのない場合の半額に

減額されていた事実を考慮すれば,農村 (特に農業労働者)の時間選好率10)は非常に高 く,前渡

しの意義は決 して過小評価できないといえよう｡

しか しながら,ではなぜ ミャンマー政府が悪評高いコメ供出制度を廃止できないのか｡

表 2は,過去 3年間のコメの国家買付,配給,輸出の動向を示すものである｡農民の供出義

務は,1エーカー当たり10- 12Bで,単純計算すると平均単収 60Bの 17-20% を占めるこ

とになる｡しかし実際の集荷量は,対粗生産比で1998-99年の 16.1% を除き,10.9% (96-97年),

6.8% (97-98年)と少ない｡11)

MAPTによれば,買付 シーズンになると全国に政府買付所が約 1,000カ所設けられ,買付け

られた枚米は,67の国営精米所に加え,一部は民間精米所に委託 して精米される｡ 精製された

コメの大部分は,軍,その他公務員,病院等に配給され,余 った部分が輸出に回される仕組み

である｡配給対象者は約 350万人, 1人 1カ月当たり23.5kgである｡ 配給価格 は市価の約

15% に著 しく低 く抑制され,12)年間約 100億 Kの食料補助金を負担 しているという｡ちなみに

国営企業部門を除 く財政赤字は208億 K(1997-98年)であり,13)食料補助金がいかに大きな財

8)高橋 [1997:433]参照｡

9)MAPT提供資料による｡

10)現在の消費の価値が将来の消費の価値を上回る率をいい,(その人が)支払ってもよい上限の利子
率に等しくなる｡経済的な困窮度が高いほど,時間選好率は高くなる｡

ll)こうした大きな年変動が生じている背景は十分に明らかではないが,97-98年については,当初政府
は農民から直接ではなく,商人を通して買い上げる予定としていたところ,この試みは失敗,98年 1
月になって急速直接買付を開始したが,予定量を供出できない農民が続出したという経緯がある｡

12)ただし配給米の低品質を考慮すると補助率はかなり低下する (高橋昭雄氏との私的会話)0

13)CentralStatisticalOrganization [1998:316]｡なお国営企業部門を含めた財政赤字総額は653億

Kである [ibid.:317]｡
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表 2 コメの国家買付,配給,輸出

96-97 97-98 98-99

生産量 (籾 :万トン) 1,708.3 1,665.8 1,685.8

うち雨期稲 1,400.1 1,367.7 1,363.7

乾期稲 308.2 298.1 322.1

国家買付 (杖 :万 トン) 152.0 93.1 219.2

同コメ換算 (万トン) 101.4 62.1 146.2

買付シェア (雨期稲のみ) 10.9% 6.8% 16.1%

配給 (コメ:万 トン)

輸出 (コメ:万トン)

合計 (コメ:万 トン)

7

2

9

3

9

2

8

9

0

7

7

8

1

9

7

7

2

7

9

6

9

5

6

7

出所 :MAPT内部資料｡

政負担になっているかが理解できる｡ しか しその背景には,公務員給与が月約 1,000- 2,500K

(2.8- 6.9ドル)14)で極端に低 く抑制 されているという事実がある｡ 住宅提供や食料配給など

は,公務員給与の補填のため必要不可欠な措置といえる｡ 農民の負担を軽減 したものの,依然

として供出制度を廃止できない所以である｡

最後に,なぜ ミャンマーがベ トナムのようにコメ輸出自由化を断行できないかという点につ

き筆者の仮説を提示 してお く｡15)コメ輸出を自由化すれば,豆類の輸出急増が生 じたのと同様,

コメ輸出が急増 して農家が潤い,低価格による供出制度を保持 し続けて も,それを相殺 して余

りあるとすれば政府にとって好都合であろう｡ しか しミャンマーの農村には, 1日の賃金で買

えるコメがわずか 3kg,生計費に占めるコメ購入費が 40- 50% にも達すると推測される極貧

の農業労働者が大量 に滞留 している｡ 零細な商業活動を中心 とする雑業機会がほとんどない

(後述)状況下で,彼 らにとってコメ輸出自由化は,それに伴 う農村経済活況の利益よりも,米

価高騰の不利益がまさることはほぼ間違いなかろう｡ 政府が,米価上昇により,都市ばかりか

農村にも大 きな社会不安が広がるような最悪の事態だけは回避 したいと考えるのは当然であろ

う｡ ベ トナムとの最大の相違点は農業構造にあり, したがって米価上昇の意義 ･効果が全 く異

なる, というのが筆者の考えである｡

14)1,000Kは新卒,2,500Kは局長クラス｡ なお新聞報道によると,2000年4月 1日から,公務員給

与を最大約5.5倍引き上げることが決まった (日本経済新聞2000年 3月28日朝刊)｡なおこれに

伴って,コメ配給がどうなるかは不明｡

15)周知のようにベトナムでは,1986年のドイモイ政策の一環としてコメ輸出規制が大幅に緩和され,
それがコメの劇的な増産に結実した｡ ミャンマー経済懇談会 [1999:30]は,ベトナムの経験を引

き合いに出し, ミャンマーもコメの輸出自由化を推進すべきだとしているが,そこではすぐ下に述
べる両国の農業構造の違いが全く考慮されていない｡
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Ⅲ 調査および調査村 ･調査世帯の概要

Ⅱ-1 調査方法

調査対象地は,首都ヤンゴンの西,車で約 1時間の距離にあるHtantabin郡 (Township)

のYoeKua村 (行政村)である｡ 調査はMASを通 じて実施 した｡16)

調査は,次の2段階を踏んだ｡第 1に村長を中心とする村の複数の要人に,調査の趣旨説明

を行って協力を求め,村の概況について聞き取 りした後,経営規模別に合計 10世帯の農家選定

を依頼 した｡17) そして第 2に選定農家の世帯主を対象として,あらか じめ用意 した調査票 (英

請)18) に沿って,調査補助員 (通訳)にインタビューをしてもらい調査票に記入 してもらった｡

なおインタビュー途中,重要事項について筆者が突っ込んだ質問をし,その回答を欄外に書き

込む作業を重視 した｡予定時間は1世帯について約 2時間で,初日1世帯,残 り3日間は1日

当たり3世帯ずつ,合計 10世帯を目標にした｡

当初予定では,調査対象は農業経営を行っている農家世帯のみとしたが,調査を進めるうち

農業労働者世帯の情報収集の必要を痛感 し,最終日に2世帯 (1つは主に季節雇,他の 1つは

主に臨時雇に従事する世帯)を選定 して聞き取 りした｡結局,農家 9世帯,農業労働者 2世帯

の合計 11世帯が対象となった｡

Ⅲ-2 調査村の概況

調査村の位置は,図 2に示す｡

調査村とヤンゴンを結ぶ幹線道路の途中に大きな川があり,つい最近まで ｢陸の孤島｣で

あった｡しかし1994年に架橋され,現在ではヤンゴンとの間に定期乗合バス (片道 30K)が頻

繁に往来 している (朝夕には約 10分間隔で運行)｡また橋を渡って調査村に向かう途中,1990

年代前半の好況の跡を示す,いかにも中産階層向け新興住宅街があるが,97年 7月以降のアジ

ア通貨危機のあおりを受けて工事が中断 し,閑散としていた｡調査村には,ヤンゴンに近いに

16)調査は,現地滞在中 (農業漕概省)の岡本がアレンジし,藤田が (杜)国際農業交流 ･食糧支援基

金の委託を受けて実施 した｡関係者の方々に記 して感謝申し上げる｡

17)YoeKua行政村で最大規模の (自然)村であるYoeKua村から10世帯の抽出を意図 したが,意

思疎通の失敗から,YoeKua村より9世帯,その他の(自然)村より2世帯が選定された(表4)0

18)調査項目は, 1)家族構成と教育,職業,年収など, 2)屋敷地等,農地以外の土地の面積と地目

別構成, 3)家屋, 4)農地について所有 (入手方法),貸借,質の出入れの面積と条件, 5)経

営農地 1片毎について土地の質 (高低),作付パターン,過去 1年の農産物生産量, 6)家畜保有

と所得, 7)農機具 ･機械の保有, 8)耐久消費財の保有, 9)雨期稲作と乾期稲作の生産費 ･収

益,10)農産物の処分,ll)金融取引である｡

28



藤田･岡本 :ミャンマー乾期港概稲作経済の実態

もかかわらず,農外就業機会がほとんどない｡

図 2に示すように,調査村は南北を貫 く幹線水路 (それに沿って主要道が走る)沿いにあり,

幹線水路から東西に櫛の歯状に用水路が伸びる地域に位置する｡乾期には幹線水路に水を貯め

て水門を閉め切 り,それをディーゼル ･ポンプで揚水することによって稲作が可能になってい

た｡ただ し幹線水路開通は1994-95年のことであり,19) 港概の歴史はごく新 しい｡

Htantabin郡は,合計 59の行政村 (VillageTract)から成 り,調査時には世帯数 19,185戸,

人口 102,911人 (男 51,327,女 51,584)を数えた｡総面積は 149,979エーカー (607.0平方キロ)

で, うち農地は86,169エーカーである｡ 1行政村当たりの平均を示すと,世帯 325.2戸,人口

1,744.3人, 農地面積 1,460.5エーカーである｡ また 1998年の雨期稲の作付面積は81,561エー

カー,乾期稲は46,887エーカーであり,雨期稲に対する乾期稲の作付比率は60% 弱であった｡

なお当郡内には政府籾米買付所が 8カ所設けられる｡

YoeKua(行政)村の総面積は2,064エーカー,うち農地は 1,762エーカーであるが,うち村

図2 Htantabin郡と調査村

注 :右はヤンゴン市周辺図で,① がHtantabin郡,② がZ村の位置する郡 [高橋1992],③ が岡本の
調査村の位置する郡｡

19)1年先行 して1993-94年に,幹線水路沿いの道路が拡張 ･整備 (舗装)されている｡
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人の所有は83% の 1,463エーカーである｡ なお村内農地のうち,約 1,000エーカーで乾期濯概

稲作が行われている｡

任期 4年の最終年を迎えていた村長 (51歳)は,YoeKua(自然)村で 16エーカーの農地を

所有 ･経営する農家である｡20)また村長の下に3人の村長補佐 (apwewin)がつき,さらに書記

が 1人っいて事務処理を行 う体制となっている｡ 38歳になる村の書記 も, Yoe Kua村で 21

エーカーの農地を所有 ･経営する農家であり,19年間継続 してこの職に就いている｡なお以上

5名の村役人のうち,内務省の役人である書記のみが有給21)であり,他は無給の名誉職である｡

また行政村には財政基盤がなく,郡との連絡調整を基本的機能とするだけで,開発事業とし

ては,必要に応 じて村内の道普請を共同 (無償)で行 う程度である｡ 村内には小学校 (中学校

も兼ねる)1,パゴダ2,僧院 1,教会 1があるのみで,その他の公共施設は,診療所を含め,

存在 しない｡

表 3はYoeKua(行政)村を構成する5つの自然村22)の概要を示す｡ビルマ族の村が 3つ,

カレン族の村が 2つで,世帯数 89(68.5%)を占める最大の YoeKua村を除 くと,残 りは小さ

な村ばかりである｡ 総世帯数 130戸,総人口714人 (男 350,女 364), 1世帯当たり平均世帯

員は5.49人で,核家族を基本としているものと推測される｡ また世帯を農家世帯と農業労働者

世帯に区分すると,23) 両者とも65戸となり,農業労働者世帯の比率は50% に達することにな

る｡

最後に,表 4は,YoeKua(自然)村の全世帯の主要指標を,農業労働者 (臨時雇,季節雇)

表 3 YoeKua(行政)村の概要

自然村の名称 民族 世帯数 農家 農業労働者 人口 男 女 世帯規模

YoeKua ビルマ

YouThirt ビルマ

MauntSu ビルマ

MaAyeKyiSu カレン

SaaKhone カレン

9

3

5

5

8

8

1

1

1

4

0

2

8

4

1

8

9

5

3

0

4 5

0

0

3

6

5

3

1

4

2

24

7

5

6

8

3

3

4

2

29

7

5

9

4

8

6

1

8

5

4 9

5

0

3

5

4

1

0

9

7

5

5

3

5

6

合 計 130 65

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

20)村長は任命制｡郡当局に村の全世帯 リス トを提示,村長が任命される (ただし再任を妨げない)0

21)月給 1,000K+コメ14B (約 290kg)｡ コメを市価 (70K/kg) の 15%で配給されたとして換算す

ると年収は約 29,260Kとなる｡ もちろん書記は専業ではなく,農業経営の片手間で十分にこなせ

る軽労働であり,わずかな追加収入としての位置づけでしかない (表 12のNo.3農家)0

22)開拓史の新 しい下デルタに (鈴木栄太郎のいうところの) 日本のような自然村は存在 しないが,倭

宜上,｢自然村｣とした｡

23)農外就業機会が著 しく少ないとはいえ,それで生計を立てている世帯は皆無ではないと思われるが,

本稿では,煩雑さを避けるため ｢農業労働者｣と呼ぶ｡
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表 4 YoeKua(自然)村の世帯特性

世帯数 人 口 世帯規模 所有農地 軍?C警 - 機 鮒 ポンプ(人/世帯) (acre) サ ン プ ル 世 帯男 女 合計 当自然村 他自然村 合計

農業労働者臨時雇 32 80 82 162 5.06 l l

季節雇農家 (acre)1- 4 16 44 47 91 5.69 l l3 1 4

10 22 24 46 4.60 26 2.6

5- 9 18 50 59 109 6.06 126 7.0 3 6

10-19 9 28 30 58 6.44 117 13.0 6 7 3 3

20.-29 2 4 7 11 5.50 50 25.0 2 1 l ll l

30-49 1 2 3 5 5.00 34 34.0

50- 1 4 3 7 7.00 66 66.0 1 3

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

と農家階層別に示 したものである｡ 農業労働者世帯 と農家世帯の間に世帯規模の差がない点

は,基本的に農業労働者世帯が将来,親世帯から農地を相続 して農家となるライフ･サイクル

上の一時的な存在ではないことを示す｡24)農家の平均農地所有規模は 10エーカー強である｡村

内最大の農家の所有農地は66エーカーで,農家間の経営規模格差も大きい｡また濯概ポンプと

耕転機の所有状況をみると,10エーカー以上層では大部分の農家で保有が進んでいるのに対

し, 5- 10ェーカー層では所有農家の比率が激減 して30% 以下となり, 5エーカー未満の零

細層では所有農家が皆無である点が特筆される｡

Ⅲ-3 調査世帯の概要

表 4に調査世帯の分布を示す｡村長に作成 してもらった全世帯 リストを加工 したものである

が,サンプルの経営規模分布にやや深刻な上方バイアスを残す結果になった｡25)

以下ではまず,調査世帯の概要を,資産保有に重点をおいて述べる｡

24)ミャンマ-の慣習法では生前相続はしないが, 実際にはかなり広範に行われているがゆえに観察さ

れた現象と考えられる (高橋 [1992:114-126]も,Z村では生前相続の方が多いとしている)｡た

とえばバングラデシュでは,農業労働者から零細農,中農,大農へと経済階層が上昇するほど,辛

均世帯員数が増加するという関係が観察されるが [Chaudhury1989:169], それは下層はど農地

の生前相続を受けていない世帯が多い事実を反映すると同時に,上層ほど資産分散に伴 う世帯の

｢政治力｣低下を嫌い,父親が亡 くなるまで拡大家族を維持する傾向が強い点を反映するものでも

ある｡ ミャンマーでは後者の要因 も働いていないように思われる｡

25)リス ト入手が調査最終日にずれ込んだため｡ 1-4エーカーの零細農家が漏れて しまった点は,本

調査最大の欠陥である｡特に乾期濯概稲作に必要なポンプや耕転撹 (ないし役畜) を所有 していな

い (と思われる)零細農家が,そのレンタル市場で需要者として直面 している問題が十分検討でき

なくなって しまった点は重大である｡
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表 5は,世帯員数 と労働力,農地所有 ･経営規模,最近の稲作付面積,家畜および農機具の

保有状況を示す｡以下,特筆すべ き点を挙 げる｡

表 5 調査世帯の農地保有 ･利用と労働力,家畜および農機具の保有状況

世 帯 番 号 農業労働者 農 家
No.a No.b No.5 No.8 No.4 No.2 No.6 No.7 No.9 No.3 No.1

世帯員数 (労働力) 5(3) 4(2) 8(7) 7(4) 10(5) 7(5) 8(2) 4(2) 8(4) 6(2) 6(2)

男 2(1) 2(1) 4(3) 6(3) 3(2) 2.(1) 4(1) 2(1) 5(3) 4(1) 3(1)

女 3(2) 2(1) 4(4) 1(1) 7(3) 5(4) 4(1) 2(1) 3(1) 2(1) 3(1)

農地面積 (acre)所有 - - 5 5 6 9 12 15 16 21 66

経営 - - 5 5 6 9 14 15 16 21 66

作付面積 (acre)98年雨期稲作 5 5 6 9 14 15 16 21 66

99年乾期稲作 5 2 6 5 14 10 8 15 20

港概率 100.0% 40.0% 100.0% 55.6% 100.0% 66.7% 50.0% 71.4% 30.3%

家 畜 役牛 3 42 2 4 45 2 213 2 42 6子牛母豚子豚 210 41 15010 29 55鶏アヒル 5 1078 10 4 20 30ll

農機具 耕転機港概ポンプバインダー脱穀機スプレヤー風速用 フアン自動車牛車 (nwahle-) 13 12 1 1 11 1?1 111 1111 11112 1111112 1312?13

% (hte) 1 1 1 1 1 1 2 3

杷 (htun) 1 1 1 1 1 1 1 2 3

鍬 bau'til) 1 1 1 1 2 1 2 2 5

小型撃 (htunji') 1 1 2 1 2 1 2 3 6

# (dazin) 4 3 4 4 1 1 1 2 3

山刀 (da) 1 1 2 2 4 1 2 2 2 5 4

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき筆者作成｡
注 :牛車,翠,把,鍬,小型肇,鎌,山刀については,高橋 [1992:147]参照｡
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第 1に,農業労働者世帯と農家を比較すると,前者は単に農地を保有 していないだけでなく,

役畜,さらに農機具 も鍬,鎌,山刀を除いて全 く保有 していない｡26)また5エーカーの農地を所

有 ･経営するNo.5農家 も,役畜や牛車といった重要な生産手段を保有 していない｡ちなみに

役牛は 1頑 3- 6万 K,牛車 も3- 4万 Kであり,零細農家にとって決 して安 くはない｡27)

第 2に,漕概ポンプは6エーカーの所有 ･経営農家 (No.4)以上の上層農家で保有されて

いるが,No.1農家を除き,28) 1995年以降のごく最近に導入されたものである｡ 中国製の 5-

6馬力のディーゼル ･エンジンが主流で,価格は3- 7万 K程度である｡

第 3に,役畜保有数は経営規模に比例的に増加せず,一定規模 (調査世帯では 15エーカ-)

以上になると耕転機が導入され,役畜を代替する対応がなされていることがわかる｡ ただ し耕

転機は, 1994年以降導入が始まったばかりで, 13馬力程度のもので 12- 15万 Kもする高価

なものである｡29)

第 4に, ごく一部の上層農家で,脱穀機,バインダーが最近導入されている｡ 脱穀機は7万

K (No.1農家 :98年)～ 13万 K(No.3農家 :99年)と高価であるが,バインダーは 1万 K

(No.3農家 :97年)と比較的安い｡

第 5に,家畜のなかで,収入面では養豚が非常 に重要である｡ 子豚の価格 は, 4カ月で

4,000- 5,000K, 9- 10カ月で 7,000- 8,000K,肉用に売却する 1.5- 2齢では約 2万 Kに

なる｡ なお豚の餌は,米糠,残飯,人糞などであり,ほとんど現金費用がかか らない｡

次に表 6は,各世帯について,屋敷地の面積とその利用,耐久消費財の保有状況を示す｡屋

敷地の面積に,やはり農業労働者世帯 と農家の格差が顕著であることがわかる｡30)また全般に,

ミャンマーの農村では耐久消費財の普及が遅れており,特にラジカセや白黒テレビといった高

価な電化製品は,近年になって一部の上層農から普及が始まったばかりである｡31)またこの表

か らも,農業労働者世帯の極貧が確認できる｡

26)およその価格は,鍬400K,鎌 100K,山刀 300- 400Kである｡また撃 300K,杷500K,小型翠

30Kである｡

27)ただし5エーカー未満の零細農家についてはデータがなく,かかる状況が一般的か否か不明｡ちな

みにThongwa郡にある岡本の調査村 (ヤンゴン市から南東方向に車で約2時間｡図2参照)にお
ける5エーカー未満サンプル農家 15戸のうち,牛車所有は1戸のみ,役牛所有は2頑が11戸, 1

頭が1戸,保有していないのが3戸であり,役牛の普及率は相当に高い｡

28)66エーカーを所有 ･経営するNo.1農家は3基のポンプを保有していたが, それらは1982年,89

年,そして98年に導入されたものである｡

29)No.1農家では38万Kの大型の耕転機が導入されている｡

30)No.6農家ではごく最近,集落から離れた農地の真申に家を新築したばかりで,そのために家財道

具がない (ちなみに新築費用は約40万K)｡なお集落から孤立して新築が可能になった背景に,治

安改善がある｡

31)調査村は電化されておらず,電化製品はバッテリーで利用されている｡
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表 6 調査世帯の耐久消費財の保有状況

世帯番号 農業労働者 農 家
No.a No.b No.5 No.8 No.4 No.2 No.6 No.7 No.9 No.3 No.1

屋敷地 (acre) 0.15 0.10 0.70 0.80 0.50 0.50 0.50 0.50 0.50 0.70

家屋敷地野菜園果樹園その他 0.100.05 0.10 0.300.200.20 0.10 0.25 0.200.10 0.30 0.200.30

耐久消費財ベ ッ ド椅子 1 12 2 1 1 2 17 12 15

チ-ブル帆時計 21 111 11 11 31 32

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

Ⅳ 調査結果と経済分析

Ⅳ-1 稲作の費用 ･収益構造と収穫物の処分

まず調査村の稲作技術についてごく簡単に述べる｡

伝統的な雨期稲作の農事暦は,次の通りである｡ すなわち, 4月に苗床の準備が始まり, 5

月から6月にかけて耕起 ･整地作業を終え,7月に移植 (田植)が行われる｡そして 10月末か

ら11月にかけて収穫期を迎える｡ また新たに導入された乾期稲作は, 12月に耕起 ･整地を簡

単に済ませてから (湿田状態で)直播される｡ そして稲は,濯概を繰り返 しながら生育期を過

ごし, 4月に収穫される｡

したがって農作業 ピークは,乾期稲の収穫に始まり雨期稲の移植に終わる4月から7月まで

の約 4カ月,そして雨期稲の収穫に始まり乾期稲の直播に終わる11月から1月までの3カ月

強であり,また2月, 3月は頻繁に濯概を行わなければならず,労働需要はやや多い｡よって

1年を通 じて最大の農閑期は,雨期稲の移植終了後,収穫までの約 3カ月 (8月～ 10月)とい

うことになる｡

以上を予備知識として,稲作の生産費 ･収益構造の分析に移る｡表 7が雨期稲作,表 8が乾
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表 8 乾期稲作の生産費 ･収益構造

農家番号 No.串 No.8 No.4 No.2 No.6 No.7 No.9 No.3 No.1 平 均 シェア(%)

農地所有面積 (acre) 5 5 6 9 12 15 16 21 66 17.2

99年乾期稲作付面積 5 2 6 5 14 10 8 15 20 8.1

単収 (B/acre) 60.0 80.0 83.3 100.0 108.6 100.0 62.5 100.0 30.0 86.8

総収量 (B) 300 160 500 500 1,520 1,000 500 1,500 600 748

平均単価 (K/B) 448.0 643.8 530.7 540.0 653.5 500.0 600.0 600.0 600.0 564.5

経常費 種子 66.7 125.0 40.0 40.0 27.6 40.0 64.0 30.0 33.3 54.2 54.5%20.0%25.6%100.0%

化学肥料 182.5 106.3 69.6 74.0 102.9 104.0 132.8 97.8 313.8 108.7

農薬 5.3 12.5 1.6 8.0 7.4 0.8 16.8 3.0 13.3 6.9

ディーゼル燃料 76.7 66.7 139.4 33.4 32.2 24.3 78.7 52.8 260.0 63.0

小計 331.2 310.5 250.6 155.4 170.1 169.1 292.3 183.5 620.4 232.8

労働費 家族 17.3 113.8 82.4 54.8 26.0 36.0 80.4 8.0 0 52.3

雇用 20.0 0 0 22.8 48.4 54.2 43.2 75.6 288.3 33.0

小計 37.3 113.8 82.4 77.6 74.4 90.2 123.6 83.6 288.3 85.4

資本 耕転機 50.0 25.0 0 0 18.4 40.0 80.0 30.0 100.0 30.4

潅概ポンプ 22.4 60.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.0 40.3

役牛 0 67.5 60.0 149.0 15.9 4.5 0 3.9 ~13.5 37.6

借入金利子 1.8 0 1.3 1.1 1.0 1.6 1.7 0 5.3 1.1

小計 74.2 152.5 101.3 190.1 75.3 86.1 121.7 73.9 158.8 109.4

支払い地代 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
費用合計 (K/B) 442.7 576.8 434.3 423.1 319.8 345.4 537.6 341.0 1,067.5 427.6

粗収益 (a) 134,400 103,008 265,350 270,000 993,320 500,000 300,000 900,000 360,000 433,260

総費用 (b) 132,810 92,288 217,150 211,550 486,096 345,400 268,800 511,500 640,500 283,199

経営者余剰 (C-a-b) 1,590 10,720 48,200 58,450 507,224 154,600 31,200 388,500 -280,500 150,061

家族労働報酬 (d) 5,190 18,208 41,200 27,400 39,520 36,000 40,200 12,000 ■0 27,465

所得合計 (C十d) 6,780 28,928 89,400 85,850 546,744 190,600 71,400 400,500 -280,500 177,525

(備)肥料投下 (kg/ha)尿素 370.6 247.1 123.5 247.1 317.7 370.6 247.1 370.6 370.6 286.8
TSP 123.5 123.5 123.5 123.5 185.3 123.5 123.5 82.4 123.5 126.1

出所:1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

荏 :1)平均については,異常値と思われるNo.1農家を除外 して計算｡

2)濯概ポンプの資本費用については,慈恵的ではあるが,No.8農家が支払ったレンタル料の3分の2の水準とした｡
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期稲作についてである｡ 以下,要点を箇条書 きにする｡

1)単収は,雨期稲作で 1エーカ-当たり平均 46.8B,すなわち 2.49t/haで,32)No.4農家

の 66.7Bを例外とすれば40- 52Bの幅に収まり,経営間格差はあまり大きくない｡概

して小農 と大農で単収が低 く,15- 20エーカーの中規模農家で単収が高い傾向がみ ら

れる｡一方,乾期稲作においては (特に不作であった No.1農家を除き)1エーカー当た

り86.8B (4.61t/ha)で,60- 108.6Bまでやや幅がある｡

2)粗収入㍊)の計算にあたり平均販売価格が必要となるが, その扱いが実に厄介である｡ 市

場価格がコメの品質,販売時期等によって大きく異なることに加え,雨期米では政府供

出価格 (320K/B)が市場価格より著 しく低いからである｡概 して上層農家の方が高い平

均販売価格を実現 している (特に雨期米)のは,供出米の比率が低いことに加え,価格

が上昇する端境期まで貯蔵することができるか らである｡ただし,金利を考慮するなら

ば,単純平均された価格差は明 らかに過大評価である｡

3)種子,肥料,農薬,ディーゼル燃料等の経常投入財に注目すると,直播の乾期稲作では種

子費用が若干低 くなっている反面,肥料と農薬が多投され, また港概ポンプ稼動に必要

なディーゼル燃料の費用が非常に大きいことがわかる｡なお lha当たり化学肥料の平均

投入量は,雨期作で尿素 112kg,TSP56kg,乾期作で尿素 287kg,TSP126kgとなっ

ており,著 しく不利な米肥価格比率にもかかわらず,かなり十分な量が投下されている

といえる｡34)

4)乾期稲作は,役畜をあまり必要 としない反面,濯概ポンプを必要 とするか ら,両者が相殺

して資本費用は雨期,乾期ではぼ同額 となっている｡ただし役畜,耕転機,潅漑ポンプに

ついては,本来その維持 ･管理費,減価償却費,資本利子を計算する必要がある場合にお

いても,機会費用としてのレンタル料で代替 した｡かかる処理が許されるためには,効率

的なレンタル市場が広 く成立 している必要があるが, その条件を満たしているか否かは

定かではない｡具体的には,役牛については,後述のように No.5農家の 2頭 1組 1日

32)調査村における1B-21.51kg(47.44ポンド)で計算した｡

33)副産物の稲藁は,牛の餌としてきわめて重要であるが,その売買市場がないため経済評価ができ

ず,算入していない｡したがって粗収入はやや過小評価となっている｡

34)Taylor[1998:4]は,米肥価格比率が著しく不利なため,稲作-の化学肥料投入が50-75kg/ha
にとどまっていることを指摘しているが,少なくとも調査村にはあてはまらない｡なお肥料価格

は,尿素が約2,300K/bag(1bag-50kg),TSPが約3,450K/bag,MPが約 1,650K/bagであ
り,米肥価格比率 は,対尿素で0.6-0.7,対TSPで0.4-0.45であったことになる｡高橋

[1997:430]は,1987年から1994年の米肥価格比率の変化を論じ,対尿素では1.28から0.60に急

速に悪化したのに対し,対TSPでは0.38から0.69-改善したことを指摘し,前者が稲作の経常収

支悪化を招いているとしている｡当調査データによれば,1994年から1999年にかけて,対TSP

では再び悪化し,対尿素ではほとんど変わらず,米肥価格比率は基本的に悪化したままであったこ

とになる｡
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200K という事例のみ観察されたが, これは息子世帯か らの借入ゆえの特別低いレー ト

であり,調査農村付近での相場である600Kを適用 した｡耕転機については,後述のよ

うに,1日 (5エーカーを 1回耕起できる)5,000K とした｡また港概ポンプについては,

表 8に注記 したように,さらに大胆な仮定をおいて計算 した｡

5)農家が耕転機や港淑ポンプを購入するにあたり政府は,通常 3年の年賦払い制度を導入

し,普及を奨励 している｡35) また運転資金 として,雨期,乾期作 とも1エーカー当たり

l,000K というわずかな金額なが ら,農業開発銀行を通 じて年利 21% の制度資金が一律

に配分されている36) (自発的に借 り入れ拒否 しているNo.3農家は例外)037)38)

6)一方,労働費については,乾期稲作が経営規模最大の No.1農家を除外 している事情を

考慮 したとしても,乾期稲作の方が雨期稲作より著 しく労働節約的であり,特に雇用労

働があまり使用されていない点が注目される｡

7)土地の貸借市場はほぼ皆無 といってよく,39) したがって費用項 目に含められていない自

作地地代は,経営者余剰に吸収される格好になっている｡

8)以上の手続 きを通 じて計算 された lB当たり総生産費 (自家労働 と自己資本は機会費用

で算入されているが,40) 自作地地代は含まない)は,雨期米で約 430K,乾期米で約 428

K となる｡そ してこれに精米費用 30K/B(村での聞き取 り情報)を加え,籾か ら精米-

の歩留まりを 0.67とすれば,精米 1トン当たり生産費は雨期米 89ドル,乾期米 88ドル

となる｡調査時におけるミャンマー米の輸出価格 は 190- 200ドルであったから,41) イ

ンフラ未整備のため,かなりかさばると考えられる流通経費等を加味 しても,42) ミャン

35)高価な耕転機の場合,8年で3回払いという,より有利な条件での購入例も観察された｡

36)ただし5エーカー未満の零細農家は対象外で,また15エーカー以上の上層農家については,上限
が15,000Kに設定されている｡

37)各村で担当者を1人選び,交通費を皆で拠出し,銀行取引を共同で行っている｡返済率は100%｡

38)なおインフォーマル金融を借りている世帯が4戸あった｡農業労働者世帯のNo.a (3,000K;消費;
姉世帯;月利 10-15%),No.b(6,000K;消費;雇用主及び隣人;月利 10-15%),農家世帯の

No.5 (20,000K;耕作資金;貸主不明;月利 10%),No.8 (10,000K;消費;妹夫婦;月利
15%)である｡これらの世帯が農地所有規模からみて最下位の4世帯である点,そして兄弟姉妹の
ようなごく近い親戚縁者の間でも高利が課されている点が注目される｡

39)調査世帯のうち小作借入地をもつ世帯はわずか1戸であり, それも2エーカーを義父から借入して
いるだけであった｡小作料は年間20Bの籾で,総収量280Bのわずか7.1%であった｡ただしコメ
の政府供出は小作人負担である｡

40)固定資本の資本利子は,理論的にはレンタル料に含まれているので,費用として計上されている
が,流動資本 (運転資金)は外部からの借り入れに依存した部分のみ借入金利子として計上してい
る｡ したがって自己調達した流動資本に対する利子は,経営者余剰に含まれることになる｡

41)MAPTでの聴取による｡

42)FAO他の調査 [FAOandDAP1999:24]によると, トラック輸送の流通コストは, lB当たり

1マイルにつき約 1Kであり, コメ余剰地域がヤンゴンから.100マイル以内に集中していることを
考慮すると,高々100K/Bである｡ また岡本の別途調査によると,荷の積み下ろし,詰め替えな
ど-ンドリング･コストが高々30K/B,卸売業者までの流通マージンは約50K/Bであり,合計

で180K/B,つまり1トン当たり約25ドルとなる｡
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マーのコメは十分な輸出競争力を保持 しているといえる｡

9)しかし雨期米と乾期米の生産費が同じであるとしても,その費用構成は大きく異なる｡

要素分配率をみると,雨期米では経常財費が 30%,労働費が43%,資本費が 26% であ

るのに対 し,乾期米では経常財費が55%,労働費が20%,資本費が 26% であり,乾期

稲作技術の労働節約的 ･経常財使用的性格が浮き彫りになる｡

10)なお経営者余剰は,雨期稲作で 201.OK/B,乾期稲作で 136.9K/Bであり,粗収益に占め

る割合は,それぞれ31.8%,24.3% となる｡なお経営者余剰が地代に等 しいと仮定 し(そ

して平均単収を掛けた)場合,二期作地の 1エーカー当たり地代は,年 21,290K (雨期

9,407K,乾期 11,883K)となる｡ なお調査村の農地価格は1エーカー当たり3- 5万K

であった｡理論通り,地代 2.13万Kが収益還元されて地価 5万Kになるとすれば,割

引率 (年利)は43% となり (銀行借入で農地を購入 した場合,43% までの高利で借 りて

も,返済可能ということを意味する),地価がきわめて安いといえる (地代が経営者余剰

の一部のみを占めるとすれば,割引率は43% より小さくなる)｡43)

次に調査農家におけるコメの処分状況について若干述べておく｡表 9がそれを整理 したもの

であるが,農民は雨期米の自家消費を好み,販売収入は主に乾期米から得ている事実が明らか

である｡44) このことは特に小規模農家について顕著である｡

表 9 調査農家の籾生産量とその処分

販 売 額 (K)

両 画 繭 可 岳 恒 可 消可 画 議 転 TI 古壷可 その叫 供旦 ｣市販(雨期｣
市販 (乾期)

｢~~200 300 500 30 155 50 250 250 1520 16,000 0 112,000

200 160 360 20 100 50 190 160 16,000 21,000 103,000

400 500 900 50 250 60 540 475 19,200 39,000 229,583

375 500 875 40 200 90 545 500 28,800 36,000 270,000

560 1,520 2,080 60 160 140 1,700 1,150 44,800 185,000 710,000

750 1,000 1,750 65 70 150 1,465 1,000 48,000 270,300 500,000

825 500 1,325 70 250 160 835 500 51,200 295,000 300,000

1,050 1,500 2,550 100 120 210 2,120 1,500 67,200 513,000 900,000

128,000

140,000

287,783

334,800

939,800

818,300

646,200

1,480,200

1,324,200

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

荏 :処分方法の ｢その他｣の中身は,N0.5では港概ポンプのレンタル料,N0.6では小作料｡

43)たとえばバングラデシュでは, 1エーカーの農地価格は役牛 1頑の価格の 20倍を超える｡ ミャン

マ-でははぼ同価格である. なぜ ミャンマーで農地価格がきわめて低いかについては,今後の研究

に委ねざるを得ない｡

44)ただし乾期米収穫期に季節はずれの大雨が降り, 雨に濡れた椀米をできるだけ早 く販売する必要が

あったという事情もあるので,断定はできない ｡
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なお調査村では,集荷人 bwesa)45)が椀米を農家庭先で購入 し,集めた粗米を郡内の精米所

で精米 した後,ヤンゴンの卸売市場 (BayintNaung卸売市場)内のコメ卸売業者に直接販売

されるケースが多いようである｡調査農家によれば,(販売する際には)より高い価格を提示 し

た集荷人に売るのみで,特に固定 した関係 (金融関係も)はないという｡通常,ヤンゴンの卸

売業者との間に郡 レベルの卸売業者を経由する場合が多いが,調査地は卸売市場に非常に近い

(既述の大きな橋の近 くに立地)ため,こうした販売経路が主流になっているものと思われる｡

また農家が回答 した ｢消費｣に回すコメの量は一般に,家族が実際に食べる量をかなり大き

く上回っているのが実態である｡ これには僧侶への喜捨や接客用も含まれるが,雇用労働者,

特に季節雇-の現物 (食事)給付がその大部分を占めるものと考えられる｡46)

Ⅳ-2 資本レンタル市場と労働雇用慣行

稲作農業における必要労働の調達方法を観察 した結果,次のような傾向があった｡

第 1に零細規模農家では,できる限り家族労働を利用する一方で,耕転機,港概ポンプを (一

部農家ではさらに役畜も) レンタル市場で調達する (No.5,No.8)｡

第 2に小規模農家では,家族労働だけでは不足する労働力を臨時雇の雇用で補いっつ,自己

所有する役畜や濯概ポンプを自ら使役 ･運転する (No.4,No.2)｡

第 3に中規模農家では,家族労働力の不足を補うために季節雇を雇い,さらに臨時雇を加え

て農作業を行っている｡役畜,耕転機,港概ポンプの使役 ･運転は,家族労働ないし季節雇が

行 う (No.6,No.7,No.9)｡

第 4に大規模農家では,役畜や耕転機,濯概ポンプの使役 ･運転を含む全ての農作業を複数

の季節雇 (そして必要に応 じて臨時雇)を雇って任せ,家族労働は主として農作業の監視のみ

を行う (No.3,No.1)0

そこで以下,焦点の資本 レンタル市場と労働雇用慣行の実態を明らかにする｡

まず資本 レンタル市場について｡

5エーカーの農地を資本装備 (役畜,耕転機,濯概ポンプ)なしで耕作 しているN0.5の零

細規模農家を事例にして述べよう｡

45)pwesaはbrokerと訳されることが多いが,実際には, コミッション･エージェントから小商人ま
で含まれていることが多い｡調査農家が言及したpwesaがどの規模の商人を指すのかについては
不明｡

46)別途,家族のコメ消費量を聞き取った (表12)ので,｢消費｣と申告された籾米のうち家族が実際
に消費した分の比率が計算できる｡結果は次の通り｡No.5:95%,No.8:112%,No.4:79%,
No.2:49%,No.6:69%,No.7:90%,No.9:59%,No.3:61%,No.1:13%である｡な
おNo.1農家では,季節雇に加え精米所の雇用労働者にも食事を給付しており,そのために値が極

端に小さくなっている｡
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(雨期稲作)

耕起 ･整地 :耕転機で耕起 (1回)を終えた後,役牛による整地 (harrow)を4回実施 した｡

耕転機 は賃耕 (ただ し燃料 は借主持ち)であるが,牛は借 りてきて自ら使役する｡

レンタル料 は耕転機が 5エーカー 5,000K,役牛は2頑 1組 1日200K｡47)耕転機

は 1日で済んだが,牛 は5日かか ったムなお耕転機の燃料 として, 5エーカーの

土地を耕 し終えるのに 2.5ガロンのディーゼル燃料が必要であった (1,125K)0

脱穀 :牛に踏 ませて行 う｡ 2頑 1組 1日200Kで借 り,全部で 5日かかった｡

(乾期稲作)

耕起 ･整地 :耕兼云機のみ (3回)｡ レンタル料は 1日5エーカー5,000Kで 3日間かか り,燃料

として 10ガロンのディーゼル燃料がかか った｡

港概 :ポンプを借入 し, 1シーズンで 30回 (2日に 1回)の濯概を行 った｡48) ポンプの

運転 は貸主がや って くれる｡レンタル料は,現物払いで 1エーカ-当たり3B(計

15B)の籾｡ただ しこのディーゼル燃料 は借主持ちで,港概 1回につき3ガロン,

合計で 90ガロンかかった｡

ところで当農家の乾期稲作の場合, 耕転機,濯概ポンプの運転にデ ィーゼル燃料が合計 100

ガロンかか ったことになるが, うち 50ガロンについては政府補助価格の 160K,49) 残 り50ガ

ロンについては市場価格の 300Kで購入 し,合計で 23,000Kとなったという｡

なお耕起 ･整地作業や脱穀の方法,乾期稲作の必要港概頻度や濯概費用に関 しては農家間の

差異が大 きく,上記は単なる 1事例 にすぎない点,留意を要する (表 10)｡50)

さらに レンタル料について も,耕莱云機の相場は上記の通 りほぼ一定で明確であったが,濯概

ポンプについては異なる料金体系や料金水準が観察 され,相場を確定するのが容易でない｡す

なわち濯概 ポンプの レンタル料について,上記の事例では5エーカーで 15Bの粉,現金換算す

ると 1エーカー当た り1,344Kであったが, もう 1つの事例であるNo.8農家では2エーカー

で濯概 1回当たり1,200K (総額 9,600K),つまり1エーカー当たり4,800Kであった｡51)また

No.2農家 はポンプを賃貸 していたが, 採用 した料金制度 は 1時間 50Kで, 年間約 2万Kの

47)息子世帯からの借入｡なお借り入れ期間中,牛への給餌義務は借主側にある｡

48)常識的にみて港概頻度が高すぎる｡ひどい漏水田であるか, 1回毎の港概が不十分であるかなど原

因が考えられるが,残念ながら不明である｡

49)かかる投入財補助金は広く多用されており,コメ増産に向けて政府の意気込みは大きい｡

50)なお雨期稲の苗床準備に際しても,特にポンプ所有農家の間で,ポンプによる港概が一般に行われ

ていた事実を付け加えておきたい｡

51)No.5農家では港概は30回に及び,調査農家中最多であったのに対し,No.8農家ではわずか8回

の最小であったことも考慮すると, 2つの農家が支払ったポンプ･レンタル料の格差はさらに広が

る｡なおNo.8農家は,乾期稲の作付面積を2エーカーに抑え,かつ港概回数も最小であったが,

その背景に ｢港概ポンプの貸主を探すのに大変苦労している｣との事情があると思われる｡
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表 10 調査農家の農作業方法の差異

庚 竺_庚 撃4 ポ ンプ

0 0 0PT(1)+午(4) 午 PT(3) 人 2日1回(30回) 3

2 0 0 午(13) 午 PT(2)+午(2) 人 8回 5

4 0 1 午(9) 人? 午(9) 人? 4日1回 10

4 0 1 午(?) 午 午(?) 午 7日1回(12回) 6

2 0 1 PT(2)+午(1) 人?PT(2)+午(2) 人? 10日1回(12回) 3

2 1 1 PT(3)+午(1)PT+午 PT(4)十牛(?) PT 6日1回(16回) 4

2 1 1 PT(3)+午(1) ? PT(5) PT 7日1日(14回) 8

4 1 1 PT(?)+午(?) PT PT(3)十牛(1) PT 7日1回(10回) 22.5

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡
荏 :燃料 (ディーゼル)の単位 はガロン (1ガロン- 4.55リットル),PTは耕転機｡

表 11 労働利用の農家間格差の実態

No.5 No.8 No.4 No.2 No.6 No.7 No.9 No.3

3+4 3十1 2+3 1+4 1+1 1十1 3+1 1+1

5 5 6 9 14 15 16 21

PT+自 自 自 自 自+季 自+季 自 臨(d)

臨(d) 自 自 自 香+臨(p) 季+臨(p) 臨(p) 臨(p)

!自+臨(d) 玩(d) 自 白+臨(d) 季+臨(p)自+季+臨(d) 良(d) 臨(p)

自 自 自 自 自 自 自 臨(p)

自 - 自 自 自 - 自 臨(d)

自 自 自 自 季+臨(p)自+季+臨(p) 臨(p)季2+臨(p)

自 自 自 自 自+季 自+季 自+臨(d) 季2

自 自 自 自 自+香 自+季+臨(d)自+臨(d)季2+玩(d)

5 2 6 5 14 10 8 15

PT 自 自 自+臨(d) 自+季 自+季 自 季2

自 自 自 自+氏(d) 自+季 自+季 自 自+季2

自 自 自 自 自 自 自 香

自 自白 自 自 自 自 自 香

- - - - - - 自+季

自+臨(p) 自 白+臨(p) 季+臨(p) 季十臨(p) 良(p) 季+臨(p)

自+臨(p) 自 自 自 自十季+臨(a) 自+季 自 季

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡
注 :PT:耕転機による賃耕,自 :自家労働 (監視労働を除く),臨 :臨時雇 (d:日雇い,p:出来高払い),

季 :季節雇｡
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収入 (貸主の労働所得込み)が入るとのことであった｡52)

次に労働雇用慣行について｡

労働利用の基本パターンについては,すでに農家を零細規模,小規模,中規模,大規模の4

つに分類 して特徴づけたが,具体的には表 11の通 りである｡若干,補足説明をする｡

1)雨期稲作の田植え作業には女性が雇用され, 1日の賃金は150K (食事なし)と低いが,

上層農のなかには作業を早 く終わらせるため 200- 220Kを支払 ってインセンティブを

与える例や 1エーカー当たり2,000Kの出来高払いを採用 している農家 (No.3)もあっ

た ｡

2)成人男子を 1日雇う場合には最低 200K,役牛の使役や風選など重労働に対 しては,200

Kに 1回の食事 (100K相当)が付けられる｡

3)収穫作業を雇用労働で行う場合には出来高払いで通常 1エーカー当たり2,000Kで, 上

層農家で特に急 ぐ必要のある場合には2,500Kや 3,000Kの事例 もみられた｡また注目

されるのが,収穫作業を請け負う労働者に対 して賃金を前払いする例がかなりあったこ

とで,3カ月前に支払われる場合,半額 (たとえば 1エーカー当たり2,000Kを 1,000K

に減額)になる｡既述のように雨期稲作の田植え後収穫までが最大の農閑期であり,こ

の時期,農業労働者や零細農家は最 も窮乏状態に陥ると考えられ,よって暴利 ともいう

べき高金利による賃金の前渡 しに応 じざるを得ないのである｡

4)季節雇は通常,乾期作の収穫から次の雨期作の田植えが終わるまでの約 4カ月間,そし

て雨期作の収穫から次の乾期作の播種までの3- 4カ月間,雇用される｡乾期作の面積

が雨期作より小さいこと,乾期作は労働節約的であることなどから,前者の期間で季節

雇の雇用機会が多い｡賃金は固定給 15,000- 20,000Kに 1日2度の食事またはそれ相

当のコメがつく｡ また牛の世話のために4カ月間季節雇として雇 うというNo.3農家の

ような例 もみられた (15,000K+食事)｡

Ⅳ-3 所得推計と階層変動

表 12に,調査世帯についての推計所得の一覧が示されている｡ 稲作所得については,生産

費 ･収益の推計結果から転載 したものである｡ また養豚については,所得率を一律 0.8とする

という大胆な推計に基づ くものであるが,所得源としての重要性に鑑み,敢えて算入 した｡家

禽,竹その他樹木,｢魚釣 り｣からの所得など,推計できなかったために省略 している所得源 も

ある点に留意する必要がある｡ しかし大雑把な傾向を読み取るには,とりあえず十分と判断 し

た｡以下,階層 ごとに若干の注釈をっけ加える｡

52)濯概ポンプの維持･管理費は通常年5,000-1万Kであるが,No.2農家の場合,15,000Kであっ
た｡ポンプの ｢酷使｣が原因と思われる｡
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表 12 調査世帯の推計所得とその源泉

世帯番号 稲 作 所 得 賃金 .給与 養 豚 その他 所得総額(K) 1人当たりドル 1人当たり飯米 (kg)雨期稲 乾期稲 合計

農業労働者No.a 0 0 0 85,750 0 0 85,750 59.5 153

No.b農家 No.5 0 0 0 82,250 0 0 82,250 45.7 21265,400 6,780 72,180 17,500 0 0 89,680 31.1 292

No.8 68,480 28,928 97,408 0 160,000 0 257,408 102.1 252

No.4 137,720 89,400 227,120 12,000 12,000 0 251,120 69.8 310

No.2 77,700 85,850 163,550 0 40,000 20,000 223,550 88.7 223

No.6 52,696 546,744 599,440 0 0 0599,440 208.1 219

No.7 131,700 190,600 322,300 0 72,000 0 394,300 273.8 248

No.9 352,193 71,400 423,593 0144,000 n.a. 567,593 197.1 292

No.3 360,465 400,500 760,965 29,260 32,000 0 822,225 380.7 193

No.1 544,320-280,500 263,820 0 80,000 150,000 493,820 228.6 263

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

注 :1)稲作所得については,表 7,表 8より転記｡

2)賃金 ･給与所得は,No.5,N0.4は農業雇用賃金 (No.bは臨時雇として働いた年収,季節雇
だと推計約 10万 K),N0.3は村書記としての給与｡

3)養豚は,所得率 (粗収益に占める所得の比率)を一律 0.8と仮定 して計算｡
4)｢その他｣は,N0.2は港概ポンプのレンタル料,N0.1は精米所経営,No.9 (村長)は小さな

雑貨店を経営 しているが,所得不明｡
5) 1人当たり飯米は, 1日に家族が食べる分として炊 く飯米を聞き取 り,それより推計｡

第 1に農業労働者世帯であるが,その年収は臨時雇で約 8- 9万 Kであるのに対 して,季節

雇では推定約 10万Kであり,若干高いが,53) いずれにせよ 1人当たり所得は50- 60ドルと

きわめて貧困であり,農村の最底辺層を形成 している｡ 収入源ははば農業雇用労賃に限られ,

8- 10月の最大の農閑期にも土方仕事などを求めて村外に出ていくこともなく,自家消費用

53)季節雇は,雇用が安定 しておりかつ所得 も臨時雇より多い｡雇用の安定 と収入 とは一般に トレー

ド･オフの関係にあると思われるが,そうなっていない｡その要因として高橋は,季節雇をめぐる

雇用関係の特殊性を指摘 した｡つまりネ-ウィン政権初期に農地改革が実施された際,生産手段を

持たない者は農地分配の対象外とされたため, ライフ･サイクル上偶然若年であった者が対象から

はずれ,兄弟姉妹の間で不平等が生ずることになった経緯のなかで, たまたま農地改革で利益を得

た者が不利益を被 った親戚縁者に対 して施 した実質的な救済措置が季節雇としての雇用であり, し

たがって臨時雇より待遇が良いのは当然という [高橋 1992:16卜191]｡ しかし調査村では,季節雇

は必ず しも親戚縁者間の雇用関係でなく, むしろ他人であることが多く, また雇用主は頻繁に季節

雇を代えていた｡ よって高橋説 (ただし高橋は,Z村でも季節雇と雇用主の関係が固定的とはいっ

ていない) は調査村には適用できず, なぜ誰でもなれる季節雇の方が所得が高位でかつ安定的なの

か,説明できない｡

仮説としての結論を先にいうと,季節雇の高位安定的所得は,半隷属状況に身を置く苦痛 (不効

用)という犠牲を払ってはじめて得られるものと考えられる｡

季節雇の事例として聞き取りしたNo.b世帯の過去 4年間の雇用形態は,次の通 りであった｡ ノ
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に ｢魚釣 り｣などを して時間をつぶす しかないという｡54)55)

第 2に, 5- 6エーカーの農地 を所有 ･経営す る下位 3戸 の調査世帯で は,No.8農家を

除 き,56) 臨時雇 として農業労働にも従事 して家計収入を補填せざるを得ない状況 にある｡ しか

し年間所得 は,異常 に低 い No.5農家を例外 として,57)約 25万K, 1人当た りでは70- 100

ドルに達 している｡

第 3に,10- 15エーカーの農地 を所有 ･経営す る中位階層では,やや例外的な N0,2を

除き,稲作 と養豚だけで 40- 60万Kの所得 を得てお り, 1人当た りで は 200- 280ドルに

達する計算 になる｡

第 4に,21エ-カーの農地 を所有 ･経営す るNo.3農家 は,村の書記 としての給与所得 も

あり,稲作 と養豚か らの所得を合計すると80万K強の年収 となり, 1人当た りでは 380ドル

相当になる｡

第 5に,66エーカーの農地を所有 ･経営するNo.1農家 は,精米所 も経営 し,その所得 は推

定 15万Kに達す るにもかかわ らず,乾期米の生産費が著 しく過大評価 となったため, 年収が

No.3農家を下回 る結果 となった｡実際 (または通常年)の年収 はおそ らく100万K(1人当た

り463ドル)を下回ることはないであろう｡

以上が階層別就業構造 と推計所得であるが,最後 に,関連 して 1人 1日当たりの飯米消費量

＼1996年 :季節雇｡雇い主は他人｡97年 :季節雇｡雇い主は他人 (ただし96年とは別人)｡98
年 :臨時雇｡99年 :季節雇｡雇い主は叔父｡

聞き取りによると,98年に臨時雇に転じた理由は,｢自由｣の身になることを含め,条件が良い

と思ったからであり,また99年に再び季節雇に戻った理由は,就業機会がなく非常に苦 しい生活

を強いられたからである｡季節雇になると, 自分の家を出て雇主が用意した粗末な家に家族全員が

移り住み,雇主の必要に応じて農作業以外のいかなる仕事も拒めず,その精神的苦痛が大きいとい

うことらしい｡
なお臨時雇の事例として聞き取りしたNo.aは,過去一貫 して臨時雇として働いてきたという｡

なぜ彼が季節雇を選ばないか, 1つの理由は,彼が耕転機の運転技術を持っており,シーズンにな

ると高い賃金が得られるためと思われる｡なお耕転機の運転技術は, 6年前,政府の研修プログラ

ムで習得したという (研修参加者は彼を含め,村で5名)｡

54)小規模な商業活動を主とする農村内非農業雇用機会がなぜ著しく少ないのか, 今後の重要な研究課

題である｡

55)池は国有地であり,その漁獲権は毎年入札にかけられるので,一般の村人はアクセスできないO 自

由な漁獲が許されるのは水路内であり, しかも魚網の使用は禁止され,釣り糸をたれるしかない｡

なお池の漁業権は,年間60万K程度で落札 (4-5人のグループ)され, 1人当たり年間約

12,000Kの所得があったが,洪水水位の低下などが原因で最近漁業は不振である｡また上層農を中

心に舟の所有が一般的であるが,現在は使われていない｡これも水位低下に伴う現象と思われる｡

56)当世帯では養豚収入が大きく, また労働力が少ないことも相侯って,農業雇用労働に従事しなかっ

たものと考えられる｡

57)その原因は稲作所得が低く, また世帯員数が多い点にある｡ しかし労働力に恵まれているにもかか

わらず,なぜ臨時雇を多く雇っているのか,理解に苦しむ｡後述のように,当世帯が過去の大地主

が凋落した世帯であることが,あるいは関係しているのかも知れない｡
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表 13 所有農地の取得方法

農家番号 所有面積 相 続 購 入 (1) 購 入 (2) 購 入 (3) 備 考年 面積 年 面積 売主 年 面積 売主 年 面積 売主

No.5No.8No.4No.2No.6No.7No.9No.3No.1 55691215162166 1945197619841988 3091521 19981976197419711982以降 5631036 実父叔父n.a_n.a.3回 19901986 66 ∩.a_No.5農家 1999 3 n.a.79年以降3回にわけ25エーカーを売却88年 30エーカ-の耕作放棄地取得

出所 :1999年 10月の現地調査に基づき,筆者作成｡

について,言及 しておく｡サンプル数が少なく,聞き取 り誤差も大きいと考えられる58)ことか

ら参考程度にしかならないが,表の数値から農業労働者世帯と農家世帯との間にギャップがあ

るようにみえる｡ 農業労働者世帯ではコメを十分に食べておらず,コメ需要の所得弾力性がま

だかなり大きいと推測される｡59)

最後に, 調査世帯の所有農地の取得方法を整理 した表 13に注目する｡ 一瞥 してわかること

は,農地の売買が想像以上に多 く,階層変動がかなり激 しい点である｡ 農地の売買は原則とし

て禁止であるはずであるが,それが広範に行われている点に注目される｡ テイラーも,農地売

買が盛んであることを指摘 しているが,小規模農家による窮迫販売が多いという [Taylor

1998:6]｡しかし,われわれの調査からは,必ずしも小規模農家から大規模農家への販売という

一方通行ではないということができよう｡ その背景の 1つに,既述の著 しく低い農地価格とい

う特殊事情があるものと考えられる｡60)

ちなみに農業労働者世帯 No.b(世帯主 36歳)は,生家は19エーカーの比較的裕福な農家で

あったが,No.5農家と同様零落 して,現在は3エーカーの農地 しか残存せず,父親が亡 く

なったときに相続できる農地はほとんどない｡61)一方,農業労働者世帯 No.a(世帯主 48歳)

58)家族の飯米用に炊 く1日当たりのコメの量を直接回答 してもらった｡ なお炊事用の燃料は主として
薪,副として籾殻である｡薪の売買市場が成立していないところをみるとまだ不足状態には達 して
いないと考えられる｡ ただし籾殻は売買の対象となっている (1袋 20K)｡関連 して,飲料水など
生活用水は,大きなカメに雨水を貯えることによって得ているが,手押しポンプによる地下水利用
が広まりつつあった｡

59)コメ需要の所得弾力性については,低品質米 0.23,標準米 0.57,高品質米 0.73-0.88と, まだ相
当に高い段階にあることを示す計測結果がある [TinSoeetal.1994]｡

60)農村世帯間で頼母子講など相互扶助的金融が存在 しないことも一因と考えられる｡ いわゆる冠婚葬
祭以外の相互扶助活動としては,近隣の数世帯で年に 1度行われる屋板葺きのみが確認された｡

61)なお4人の兄弟姉妹の状況は次の通り｡ 長女 :夫の相続農地が7エーカーあり,雑貨店経営からの
収入もあって比較的裕福｡長男 :結婚 して独立,臨時雇｡次男 :No.b世帯｡三男 :未婚で両親と
同居｡
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は,両親が小規模ながら8エーカーの農家であり,将来,わずかであるが相続による農地の取

得が期待できる｡62)

Ⅴ 桔 請

最後に,本稿の結論を列挙 し,まとめとする｡

1)ミャンマーには巨大な農業生産の潜在力がありながら,主穀 コメは不振をきわめている｡

その原因をコメの供出制度や作付強制63)に求めるのは誤 りではないが, より基底には低

米価維持を至上命題 としなければならない農業構造上の事情,つまり農村に大量に存在

する農業労働者層の貧困がある｡ ミャンマーがベ トナムのようなコメ輸出を原動力 とす

る農村の経済発展を達成 しようとすれば,農村の過剰労働力を何 らかの方法で吸収する

ことが前提条件 となろう｡

2)コメ供出制度は,極端に低い公務員給与補填のためのコメ配給制度の維持には必要不可

欠である｡供出制度は, ミャンマーの財政事情 と切 り離 して評価することはできない｡

3)供出価格は確かに市場価格よりも低 く抑制され,それが農民の増産意欲を阻害 している

が,両者の帝離は見かけほど大 きくはない｡つまり供出米代金の前渡 し制度を考慮に入

れると差はかなり縮小する｡換言すれば,農村の金利は,特に雨期稲作の作期後半の農

閑期に非常に高 くなり,前渡 し制度は実質的に (きわめて高利であるが)融資制度 とし

ても機能 している｡ 農村の高い時間選好率すなわち貧困が, ここでも大きな障害 となっ

ている｡

4)ミャンマーのコメ生産費 (農家庭先)は,雨期米,乾期米 とも,精米 1トン当たり90ド

ル弱であり,高々 25ドル程度の流通経費を加味 しても,十分な国際競争力を備えている

といえる｡ただ し上記の如 く,国内米価を著 しく低 く維持する必要があるため,現状では

その潜在力を生かすことはできない｡64)

5)乾期稲作 は,直播であるにもかかわ らず lha当たり約 4.6トンと単収が非常に高 く,

62)3人の兄弟姉妹の状況は次の通り.長女 :No.6農家の主婦｡夫の相続農地 12エーカーあり,かな

り裕福｡長男 :No.a世帯｡消費目的に3,000Kを姉夫婦から借り,10-15%の高利を支払わねば

ならない困窮状態にある｡次男 :未婚で両親と同居｡

63)本稿では作付強制について論じなかった｡少なくとも下デルタでは稲以外の雨期作の選択肢はほと

んどなく,作付強制は制約にならない｡問題は豆類 ･ごまなどと競合する乾期作であろうが,調査

時には米価がやや高騰しており,したがって制約にはなっていなかった点を付記したい ｡

64)Taylor[1998:6-9]は,低米価維持の必要を論じつつも,コメ輸出を解禁したうえで,輸出税賦課
による段階的な米価引き上げを提言している｡ かつてタイで採用されたライス･プレミアム制度の
導入を提言する西滞 [1999:103-104]も同様である｡ しかし,貧困に瑞ぐ大量の農業労働者の存

在を軽視すること甚だしく,見通しが甘いといわざるを得ない｡
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手っ取り早 く増産するには好都合であるが,投入財の輸入に貴重な外貨を多く費消する

わりには農業労働者層-の稗益効果が小さいことなど,65) ミャンマーの資源賦存条件に

適合していないという欠点がある｡

6) ミャンマーの経済発展を阻む大きな構造要因と考えられる農業労働者の貧困解消の一手

段として,農地改革の再度の実施が考慮に値すると考えられる｡ 特に農地価格がきわめ

て低い現状では農地再分配は相対的に容易であろう｡ 確かに農業労働者が農地分配を受

けたとしても,生産手段を有 しないことから,短期的にはコメ生産の減退が生 じる恐れ

があるが,役畜,耕転機,港概ポンプなど資本の効率的 レンタル市場を育成できれば,

問題の多くが軽減される可能性がある｡66)

7)たとえば低利政策資金が,農業開発銀行を通 じてきちんと末端に流れている事実に反映

されるように, ミャンマーの政策執行能力は非常に高いと評価される｡ またほとんどの

アジア途上国の悩みの種である意図的債務不履行の問題が ミャンマーではきわめて軽微

である｡67) 資金不足が,農業経営とりわけ零細 ･小規模経営の発展の陸路になっている

ことは明らかであり,援助を通 じて政策金融のパイプを太 くする意義は大で,またその

実現可能性も高いと考えられる｡
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